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 令 和 ４ 年 第 ３ 回 臨 時 会  

令和４年度補正予算（案）の概要 

   

  第３回臨時会では、電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏ま

え、国の施策に対応するため、対象一世帯当たり５万円を給付する「電力・

ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業費（国の施策分）」を計上

しました。 

また、市独自事業として、「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交

付金」を活用し、住民税均等割のみ課税されている世帯に対しても対象一世

帯当たり５万円を給付する予算を計上したほか、医療機関や保育施設などに

対する施設の規模等に応じた支援金や小・中学校の給食費４か月分を支援す

る「学校給食費保護者負担軽減事業費」などを計上しました。 

 

 

【補正予算の主な内容】 

 

 一般会計 

 

◇ 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援関連予算 

 

 ≪国の施策分≫ 

 

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業費（国の施策分） 

     １４億４，０００万円 

対象一世帯当たり５万円を給付 

 

 

 

 

 

会  計  名 補正予算額 

一 般 会 計    １８億９，２０７万１千円 

給 付 対 象 

① 令和４年９月 30日現在、小樽市に住民登録があり、世

帯員全員が令和４年度住民税（均等割）非課税である世

帯 

② ①以外の世帯のうち、予期せず令和４年１月以降の収入

が急変し、住民税非課税相当の収入となった世帯 

対象世帯数 
① 24,000世帯 

② 2,500世帯 

支 給 予 定 令和４年 12月以降 
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 ≪「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」活用事業（市独自）≫ 

 

障害福祉施設電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援事業費 

      １，９６６万３千円 

電気料金や燃料費などの価格高騰の影響を受けている障害福祉施設に対する 

支援 

 

 

 

介護保険施設電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援事業費 

      ４，０９８万５千円 

電気料金や燃料費などの価格高騰の影響を受けている介護保険施設に対する 

支援 

 

 

 

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業費（市独自分） 

      ２億２，１００万円 

対象一世帯当たり５万円を給付 

 

 

支 給 要 件 

・市内に障害福祉施設を設置し、令和４年 12月１日時点 

で法令に基づく指定・認可・届出・登録があること 

・令和５年３月 31日までに廃止又は休止の予定がないこと 

・令和４年１月～12月にサービス等の利用者がいること 

支 援 金 額 

① 居宅系施設 50,000円/施設 

② 通所系施設  5,000円/定員 

③ 入所系施設 10,000円/定員 

事 業 者 数 ① 31施設、② 1,552人、③ 981人 

申 請 期 間 令和４年 12月上旬～令和５年２月 28日 

支 給 要 件 

・市内に介護保険施設を設置し、令和４年 12月１日時点 

で法令に基づく指定・認可・届出・登録があること 

・令和５年３月 31日までに廃止又は休止の予定がないこと 

・令和４年１月～12月にサービス等の利用者がいること 

支 援 金 額 

① 居宅系施設 50,000円/施設 

② 通所系施設  5,000円/定員 

③ 入所系施設 10,000円/定員 

事 業 者 数 ① 137施設、② 1,936人、③ 2,405人 

申 請 期 間 令和４年 12月上旬～令和５年２月 28日 

給 付 対 象 

令和４年９月 30日現在、小樽市に住民登録があり、令和４

年度住民税（均等割）のみ課税されている世帯 

※国の施策分の対象世帯は除く 

対象世帯数 3,500世帯 

支 給 予 定 令和４年 12月以降 
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保育施設等物価高騰対策支援事業費           ２，２００万円 

電気料金や燃料費などの価格高騰の影響を受けている保育施設等に対する 

支援 

 

 

        

        

公衆浴場・クリーニング業支援金給付事業費     １，５９０万５千円 

電気料金や燃料費などの価格高騰の影響を受けている公衆浴場のうち物価 

統制令によって入浴料金が統制されている普通浴場及びクリーニング事業者 

に対する支援 

 

 

 

        

        

 

 

 

対象事業者 市内で運営している保育施設等（令和４年 10月１日現在） 

支 援 金 額 

① 定員（ ～40名）  300,000円/施設 

② 定員（41～50名）  425,000円/施設 

③ 定員（51～60名）  550,000円/施設 

④ 定員（61～70名）  675,000円/施設 

⑤ 定員（71～80名）  800,000円/施設 

⑥ 定員（81名～ ）  925,000円/施設 

⑦ 認可外保育所    150,000円/施設 

事 業 者 数 
① ７施設、② ２施設、③ ４施設、④ ３施設、 

⑤ ６施設、⑥ ８施設、⑦ 17施設 

支 給 予 定 令和４年 11月以降 

対象事業者 市内に所在する一般公衆浴場 

支 援 金 額 

① 500万円未満         30万円/施設 

② 500万円以上 1,000万円未満  60万円/施設 

③ 1,000万円以上         90万円/施設 

※令和３年度入浴料収入額による 

事 業 者 数 ① １施設、② ２施設、③ ２施設 

支 給 予 定 令和５年１月 

対象事業者 市内に所在するクリーニング事業者 

支 援 金 額 

① 個人事業主          30万円/施設 

② 法人（従事者 100人未満）   60万円/施設 

③ 法人（従事者 100人以上）   90万円/施設 

事 業 者 数 ① ８施設、② 14施設、③ ２施設 

支 給 予 定 令和５年１月 
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医療機関エネルギー価格高騰支援金給付事業費    ５，３４６万８千円 

電気料金や燃料費などの価格高騰の影響を受けている医療機関に対する支援 

 

 

 

化学肥料購入支援金給付事業費                ９０万円 

・肥料価格高騰の影響を受けている農業者等に対する支援 

・北海道の「化学肥料購入支援金給付事業」への上乗せ支援として実施 

 

 

 

学校給食費保護者負担軽減事業費            ７，８１５万円 

子育て世帯の生活を支援する取組として、小・中学校の給食費４か月分を 

支援 

 

 

支 給 要 件 

市内に所在する①～④の医療機関 

① 病院、② 有床診療所、③ 無床診療所（歯科含む）、 

④ 薬局 

支 援 金 額 
① 12,000円/床、② 20万円/施設、 

③ 10万円/施設、④ ５万円/施設 

事 業 者 数 ① 2,847床、② 12施設、③ 131施設、④ 75施設 

支 給 予 定 令和５年１月 

支 給 要 件 

・市内居住で農業を営む個人又は法人、農業者が出資主体

のコントラクター組織・作業受託会社等のいずれかに該

当する者 

・令和４年６月～令和４年 12月に化学肥料を合計１トン以

上発注した者 

支 援 金 額 化学肥料１トン当たり 3,125円 

事 業 者 数 54戸 

申 請 期 間 令和４年 11月上旬～令和５年２月 28日 


